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平成 24 年２月 28 日 

各      位 

上場会社名   株式会社コージツ 

代表者     代表取締役社長 櫓木 裕二 

（コード番号  9905） 

問合せ先責任者 経営管理本部長 海老澤 嘉 

（TEL      03-5283-8866） 

 

支配株主等に関する事項について 

当社の親会社である投資事業有限責任組合 DRCKJ（以下、「DRCKJ」といいます。）について、支

配株主等に関する事項は、下記のとおりになりますので、お知らせいたします。 

記 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）又はその他の関係会社の商号等 

（平成 23 年 11 月 30 日現在） 

名称 属性 
議決権所有 

割合（％） 

発行する株券が上場さ

れている金融商品取引

所等 

投資事業有限責任組合 DRCKJ 親会社 60.86 なし 

 

２．非上場の親会社等に関する会社情報の開示の免除の理由 

当該親会社等が組合に該当するため。 

 

３．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

DRCKJ は、当社議決権の 60.86％を保有する親会社である筆頭株主であります。 

当社と DRCKJ との事業上の取引関係は一切なく、人的関係では、DRCKJ の無限責任組合員であ

る DRC ツー株式会社より１名、その関係会社である DRC キャピタル株式会社より１名が当社取締

役に就任しております。当該取締役からは、当社業務に関する経営上の助言を得ることを目的とし

ておりますが、当社において独自の意思決定を行っており、当社の経営判断について、親会社から

一定の独立性が確保されていると認識しております。 

なお、DRCKJ は継続開示会社等ではありません。また、当社は DRCKJ 及び投資事業有限責任

組合 DRCⅡ（以下、併せて「DRC ら」といいます。）の完全子会社となる予定であり、株式会社

大阪証券取引所の開設する市場である JASDAQ（スタンダード）の定める上場廃止基準に該当する

こととなり、平成 24 年３月 30 日をもって上場廃止となる予定です。 
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（役員の兼務状況） 

役職 氏名 
親会社等又はそのグループ

企業での役職 
就任理由 

取締役 青松 英男 
DRC ツー株式会社 

代表取締役 

他社での豊富な知識・経験や見識等

を活かして当社経営全般に対する

助言をいただくため。 

取締役 溝口 直人 
DRC キャピタル株式会社 

マネージングディレクター

他社での豊富な知識・経験や見識等

を活かして当社経営全般に対する

助言をいただくため。 

 （注）当社の取締役５名、監査役３名のうち、親会社との兼任役員は当該２名のみである。 

 

４．支配株主等との取引に関する事項 

当社は、平成24年２月28日付け当社プレスリリース「定款の一部変更及び全部取得条項付普通株

式の取得に関する承認決議並びに全部取得条項付普通株式の取得に係る基準日設定に関するお知

らせ」にてお知らせいたしましたとおり、当社定款の一部を変更し、全部取得条項付普通株式の取

得の方法により、当社を除く株主の皆様から全部取得条項付普通株式の全てを取得し、当該取得と

引き換えに、全部取得条項付普通株式１株につき当社Ａ種種類株式を1,000,000分の１株の割合をも

って交付し、DRCら以外の株主の皆様に対して交付されるＡ種種類株式の数はいずれも１株未満の

端数となる予定です。 

 

５．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

当社は、支配株主との取引等を行う際には、必要に応じて弁護士や第三者機関の助言を取得する

など、その取引内容及び条件の公正性を担保するための措置を講ずるとともに、取締役会において

慎重に審議の上決定することとし、少数株主の利益を害することのないよう適切に対応することと

いたしております。 

なお、現在、DRCらによる公開買付けの結果、DRCらは所有割合にして78.32パーセントの当社

普通株式を保有するに至りました。この結果を受けて、DRCらは、当社に対し、全部取得条項付種

類株式を用いて当社を完全子会社化すること（以下「本件取引」といいます。）の提案を行いまし

た。 

当社は、本件取引の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置として、 

(1) 独立した第三者算定機関からの算定書の取得 

(2) 第三者委員会の設置 

(3) 独立した法律事務所からの助言等 

(4) 利害関係を有しない取締役及び監査役による意思決定 

の各措置を講じております。 

加えて、当社は、本件取引の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置と

して、当社の取締役のうち、DRCらの関係者である青松英男氏及び溝口直人氏は、本件取引に関し

当社と利益が相反するおそれがあることから、これを回避し、本件取引の公正性を担保するため、
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平成24年１月25日開催の当社の取締役会における本件取引に関する議案の審議及び決議に参加し

ておりません。 

なお、当該取締役会における当該議案については、上記２名を除いた当社の取締役全員が審議及

び決議に参加し、参加した取締役の全員一致で、本件取引を実施することについて一定の合理性が

あると判断し、当該議案を付議することといたしました。また、上記取締役会には社外監査役を含

むすべての監査役が審議に参加し、参加した監査役全員が、当社取締役会が上記決議を行うことに

異議がない旨の意見を述べております。 

さらに、当社は、公正性を担保するための措置として、当社及び本公開買付者らとの間に利害関

係のない外部有識者によって構成される第三者委員会より、 

(1) 本件取引の目的に正当性が認められること 

(2) 本公開買付けの買付価格には、一定の合理性があり、公正性が認められること 

(3) 本件取引に至る手続については、今後の意思決定過程における必要な手続を満たす限り、公

正性及び適正性が認められること 

(4) 本件取引を行うことが当社の少数株主にとって一方的に不利益であるとの特段の理由は認め

られない 

との意見を得ております。 

また、当社は第三者委員会からの答申を踏まえ、本件取引の意思決定過程における透明性及び合

理性を確保するため、当社及び本公開買付者らから独立したリーガルアドバイザーとして水上法律

事務所を選任し、同事務所に対し、本件取引の意思決定過程、意思決定方法その他の留意点に関す

る法的助言を依頼しました。同事務所は、必要に応じて当社の取締役会との間で協議を行い、その

他法的助言を行うにあたり関連する情報を取得しております。当社は、適宜、水上法律事務所から

助言を受けながら、慎重に協議・検討を行っております。 

以  上 


